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Regional Mobility of New High School Graduates and  
Job Opportunities in Japan 
 




This paper discusses the issues concerning the COC+ (the Center of Community plus) project 
by analyzing the socioeconomic data, especially in Iwate Prefecture, Japan. The results of the 
analysis are summarized as follows: (1) The rate of those new students who go to a university 
inside the prefecture has risen, but regional disparities remain. (2) There are no apparent differences 
in the percentage of these new students between Iwate and the other prefectures. (3) The 
employment rate of newly high school graduates has been decreasing since 1960s, but the rates of 
Tohoku district (except Miyagi Prefecture) tends to be higher. (4) The employment rate of newly 
high school graduates seems to have relation to the condition of the entire Japanese economy.  (5) 
The proportions of the primary and secondary industries are high in Iwate Prefecture. (6) The ratio 
of recruitment for applicants is not high in Iwate Prefecture and has almost no relation with the 
employment rate of new graduates from high schools in Iwate Prefecture. 
This paper concludes that firstly, we understand the COC+ project involves a conflict between 
locality and universality. Secondly, it is significant for us to have a conversation with community 
(including local governments, companies and citizen) in order to promote a good image of the 
community. Lastly, from a macro perspective, universities and colleges should encourage students 
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論文：高卒後の進学・就職に伴う地域移動と就職機会―全国の傾向と岩手県の特徴― 
見据えた日本全体のグランドデザインを策定 1)」するとして、2011 年 5 月に「日本創成会
議」を発足させている。これまでにいくつかの提言を行っているが、特に同会議の人口減
少問題検討分科会が 2014 年 5 月 8 日に出した提言「成長を続ける 21 世紀のために「スト
ップ少子化・地方元気戦略」」（増田レポート）はその後各方面で大きな反響を呼んだ。そ




さて、「まち・ひと・しごと創生会議」等の議論を反映させて 2014 年 12 月 27 日に取り
まとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」には「Ⅲ．今後の施策の方向」「2．政策パ
ッケージ」の中に「地方大学等の活性化」が含まれていた。これは「まち・ひと・しごと






















































粒来・林（2000）は、1995 年 SSM 調査データを用いて、地域移動と就学・就職行動と
の関連、社会移動の過程と地域移動の関連、それらの関連の変容について検討している。
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1973 年においては、県内進学率の平均値は 21.6％であった。この平均値は 47 都道府県
の県内進学率の平均値であり、全国の大学入学者の 21％ほどが県内進学者だということで
はない。この時は東京都の 81.7％から滋賀県の 6.3％まで非常に差が大きく、標準偏差も
0.187 ほどあった。その後、平均値は 1986 年の 28.4％に向けて上昇していき、一時期微減・
停滞したものの、1990 年代前半から再び上昇を見せている。2010 年に 33.1％を記録した後




うにはじめのうちは東京都であったが、1986 年から 2006 年までは北海道、2007 年から 2014
年までは愛知県が最大となっている。一方の最小値は、1980 年代までは滋賀県が多かった
が、1990 年代以降は和歌山県が多く登場する。その他、長野県を含めて、これら 3 つの県
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1973 年においては、占有率の平均値は 40.4％、最小値は 14.8％、最大値は 97.0％であっ





















図 3 岩手県の県内進学率・占有率 
続いて、岩手県の県内進学率と占有率を見ていく（図 3）。岩手県の県内進学率は、1973
年において 9.8％と低いほうから数えて 13 位であった。大学入学者 10 人に 1 人ほどしか、
県内の大学に入学しなかった状況である。その後、1980 年代前半に向けて県内進学率は上
昇していくが、大都市での大学新設抑制策の影響などが考えられる。4～5 人に 1 人は県内
の大学に進学する時代が続いたが、1997 年にかけていったん県内進学率は低下する（1997
年で 18.0％）。1998 年には岩手県立大学が設立され、その影響と言っても過言ではないと




ても低く、岩手県立大学ができた 1990 年代後半以降を見ても全国 45 位・46 位が多いとい
う状況であることには注意しなければならない。 
占有率については、当初は 30％ほどであったのが県内進学率の高まりとともに上昇し、
1982 年には一時 50％を超えた。その後は県内進学率の動きと同様の動きを見せ、1987 年
以降は継続的に 40％を切っていたものの、岩手県立大学が設立された 1998 年以降は再び






青森県・秋田県という隣県が多い。1980 年代以降は宮城県・青森県はトップ 2 であり続け
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図 5 高卒就職率に関する指標の推移 
高卒就職率に関する指標の推移を示したものが図 5 である（最大値・最小値に関する注
意点は前節と同様）。47 都道府県（1969 年まで沖縄県を除く 46 都道府県）の平均値を見る
と、1955 年では 48.5％と高卒者の半数にも満たなかった。しかし、進学者が多かったはず
もなく（全国値で 12.1%）、統計上は無業者（同じく 29.3%）も相当にいた時代であった。
その後、1964 年に就職率の平均値は最高の 65.8%を記録し、高等教育計画（昭和 50 年代
高等教育推進センター紀要「リベラル・アーツ」１０号 
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図 6 県内就職率に関する指標の推移 
図 6 は、県内就職率に関する指標の推移である（最大値・最小値に関する注意点は前節
と同様）。1968 年時点では、平均値は 63.4％であり、図 1 と比較して県内に残る比率は高
かった。その後 1971 年の 61.8％を底に上昇し、2001 年には 81.3％まで高まった。その間、
1980 年代には動きは収まっていたものの、1990 年代に入ってから 7 ポイントほど上昇する
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が、1980 年代半ばに 40％を超えた。その後 1990 年代前半には 50％を超え、2000 年代に入







図 7 岩手県の高卒就職率・県内就職率 
岩手県の高卒就職率及び県内就職率を見たものが図 7 である。1955 年当時、岩手県の高
卒就職率は 50.8％で、高い方から数えて 17 位であった。その後 1960 年代までは、高い方
から数えて 10 位台後半～30 位で推移していたが、1971 年以降は 10 位以内に入るようにな
り、それは現在まで続いている。最大値を記録したことこそないものの、2 位や 3 位の高
卒就職率を記録したことが何度かある。上述のように、大学等進学率が全国でもかなり低
いこととの裏返しの現象であるから、当然といえば当然である。しかしながら、岩手県内
においても 1990年代以降は高卒就職率は急激に低下し、近年では 30％ほどとなっている。 
県内就職率については、1960 年代後半は 5 割を切っている状況であったが、1970 年代半






は 1970 年代以降 1980 年代後半まで、県内就職率は 40 位台で推移していた（最初の急上昇
期も 40 位台で推移していたため、この時期の県内就職率の上昇は全国的に概ね類似してい
たと考えられる）。1990 年代以降は 30 位台に順位を上げたものの、最高でも 32 位（1997
年）であり、近年は再び 40 位台に下がることも増えている。 
 















図 9 は、全国値で見た職業別有業者比率の推移 7)である（ここでは全都道府県の平均値
ではなく、総計から算出した値である）。図を見ると、最も大きく比率を上げているのが専




の 2 つであり、伝統的には高学歴者の受け皿ではなかった職種群と考えられる。 
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年代前半は 1.0 を切る値で始まっているが、第 1 次石油危機直前の 1973 年には約 2.0 に上
昇した。その後 1986年までは低い水準で推移するが、バブル期には再び 1.0を超えている。
再度 1.0 を超えるのは 2014 年まで待たねばならない状況である。 
最大値・最小値については、まず目に付くのは第 1 次石油危機までの最大値の値と非常
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図 12 岩手県の有効求人倍率の推移 
岩手県の有効求人倍率（図 12）は、高度成長期も含めて一貫して決して高いとは言えな
い。全国の動きと同様に第 1 次石油危機直前には倍率は上昇し 1.0 を超えたが、その後 0.5
～0.8 の間を推移している。1989 年には 10 数年ぶりに 1.0 を超え、1991 年には最高の 1.4
を記録したが、1992 年には 1.1 に下がり、1993 年には再び 1.0 を割り込んだ。2001 年・2002
年の 0.4 まで下がり続けたのちは少し回復したが、リーマンショック期に再び下落し、2009
年には最低の 0.35 を記録した。ただしその後は景気の緩やかな回復もあり、2013 年・2014
年については有効求人倍率が 1.0 を超え、少し状況が変わってきているのかもしれない。 
 
６．分析のまとめと考察、今後の課題 
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年については有効求人倍率が 1.0 を超え、少し状況が変わってきているのかもしれない。 
 
６．分析のまとめと考察、今後の課題 
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1. Introduction 
 It is well known that Japanese does not allow sequences of homorganic glides and vowels (e.g. 
*[wu], *[ji]). English, on the other hand, tolerates such sequences, and as seen in (1), a wider range 
of Glide-Vowel sequences (henceforth G-V sequence) are attested. 
 
(1) Examples of GV Sequences in English (Kang 2014) 
 a) ‘weed’ [wid] b) ‘win’ [wɪn]   c) ‘wane’ [weɪn] 
 d) ‘wed’ [wεd] e) ‘wound’ [wund]  f) ‘would’ [wʊd] 
 g) won’t [woʊnt] h) ‘war’ [wɔr]   i) ‘wand’ [wænd] 
 
In (1), English examples of G-V sequences with the preceding glide [w] are presented; as can be seen 
in (1), vowels of any height and backness can follow the glide [w] in English. In Japanese, on the 
other hand, only the [+low, +back] vowel [a] can follow [w]. These facts lead us to ask one question: 
“Can a Japanese speaker learning English produce a G-V sequence that does not appear in Japanese?” 
 The main purpose of this study is to analyze data of Japanese speakers producing English G-V 
sequences that are not attested in Japanese; more specifically, results of the recording of the English 
word ‘wood’ (phonetically, [wʊd]) are discussed in this article. Throughout this paper, I will address 
the following three questions, and explore the answers to these questions. i) Can Japanese L2 English 
learners produce an English G-V sequence in which [w] is followed by [u] (or [ʊ]) (In this article, 
such a sequence is referred to as GV[ho] (a homorganic Glide-Vowel sequence.))? ii) If they fail to 
produce a GV[ho] sequence, what is the ‘repair strategy’? iii) Is it possible to characterize the 
‘interlanguage stage’ (cf. Eckman 2015) of these speakers/learners using Optimality Theory (Prince 
and Smolensky 1993, McCarthy and Prince 1995)? 
 The organization of the paper is as follows; in Section 2, I present the recording procedure and 
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